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１ 地域から取り組む地球環境の保全 

【施策の基本的な方向性】 

ａ 省エネルギーの徹底やエネルギーの効率的利用により、二酸化炭素など温室効果ガスの排出を抑制する 

ｂ バイオマスや風力などの利活用による再生可能エネルギーの導入を推進する 

ｃ 化石燃料への依存の少ないライフスタイルや事業活動への転換を推進する 

ｄ 森林等における二酸化炭素吸収源対策を推進する 

ｅ フロン類の管理の適正化などを推進する 

f 自然や社会のあり方を調整し、気候変動の影響に適応する 

【施策の方向】 

ア 温室効果ガス排出抑制対策等の推進 

（ア） 多様な主体の協働による社会システムの脱炭素化 

（イ） 地域の特性を活かした自立・分散型エネルギーの導入等 

（ウ） 森林等における吸収源対策 

イ 気候変動への適応策の推進 

ウ その他の地球環境保全対策の推進 

 

２ 北海道らしい循環型社会の形成 

【施策の基本的な方向性】 

ａ 廃棄物等の発生・排出を抑制し、循環資源の循環的利用を推進する 

ｂ 廃棄物の適正処理を推進する 

ｃ 廃棄物系及び未利用バイオマスの利活用を推進する 

ｄ リサイクル関連産業を振興し、循環型社会ビジネス市場の拡大を図る 

【施策の方向】 

ア ３Ｒの推進 

イ 廃棄物の適正処理の推進 

ウ バイオマスの利活用の推進 

エ リサイクル関連産業を中心とした循環型社会ビジネスの振興 

 

３ 自然との共生を基本とした環境の保全と創造 

【施策の基本的な方向性】 

ａ 自然公園や自然環境保全地域等のすぐれた自然を保全する 

ｂ 森林、農地、水辺等が有する環境保全機能の維持増進を図る 

ｃ みどりや水辺とのふれあいづくりを推進する 

ｄ 北海道らしい広域的な景観づくりを推進する 

ｅ 自然環境の保全と適正な利用により、自然とのふれあいを推進する 

ｆ 動物愛護精神の普及を図る 

ｇ 希少野生動植物種の保護管理や、外来種による生態系等への影響低減などにより、生物多様性の保全を図る 

ｈ 鳥獣の生息環境の保全や、鳥獣による農林水産業等被害の防止など、野生鳥獣の適正な保護管理を推進する 

【施策の方向】 

ア 自然環境等の保全及び快適な境環の創造 

（ア） すぐれた自然環境の保全 

（イ） 公益的な機能の高い森林の保全 

（ウ） 快適な環境の保全と創造 

（エ） 北海道らしい景観の形成 

イ 知床世界自然遺産の厳格な保全と適正な利用 

ウ 自然とのふれあいの推進 

（ア） 自然とのふれあいの場と機会の確保 

（イ） 自然の適正な利用 

（ウ） 飼養動物の愛護と管理 

エ 野生生物の保護管理 

（ア） 希少野生動植物種の保護 

（イ） 外来種の防除の推進 

（ウ） 野生鳥獣の適正な保護管理 

Ⅰ 施策の方向性等（一覧） 
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４ 安全・安心な地域環境の確保 

【施策の基本的な方向性】 

ａ きれいな空気や水を守る 

ｂ 健全な水循環を確保する 

ｃ 静穏な生活環境を確保する 

ｄ 化学物質等による環境リスクの低減を図る 

【施策の方向】 

ア 大気、水などの生活環境の保全 

（ア）大気環境の保全 

（イ）水環境の保全 

（ウ）騒音・振動・悪臭防止・土壌汚染・地盤沈下対策 

イ 化学物質等による環境汚染の未然防止 

ウ その他の生活環境保全対策 

 

５ 共通的・基盤的な施策 

【施策の基本的な方向性】 

ａ 環境保全意識を持ち主体的に行動できる人づくりを推進する 

ｂ 環境に配慮したライフスタイルの定着を図る 

ｃ 事業者の環境に配慮した行動を促進する 

ｄ 道が行う事務・事業における環境配慮を徹底する 

ｅ 環境影響評価の適切な運用を通じて、開発事業における環境配慮を推進する 

ｆ 環境への配慮を織り込んだまちづくりや地域づくりを推進する 

ｇ 地域特性等を踏まえた環境関連ビジネスの振興を図る 

ｈ 関係機関等と連携した調査研究・環境保全技術開発を推進する 

ｉ 環境保全に資する国際的な取組を推進する 

【施策の方向】 

ア 環境に配慮する人づくりの推進 

（ア）環境教育の推進・環境負荷の少ないライフスタイルの定着 

（イ）民間団体等の自発的な環境保全活動の促進・協働取組の推進 

イ 環境と経済の好循環の創出 

（ア）環境に配慮した事業活動の推進 

（イ）環境と調和した産業の展開 

（ウ）環境ビジネスの振興 

ウ 環境と調和したまちづくり 

エ 基盤的な施策（調査研究・情報提供・国際的な取組） 
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１ 地域から取り組む地球環境の保全 
 

指標群名称 

【指標群№】 
内  容 

指標 

 

温室効果ガス実質 

排出量 

 

【１－指―①】 

 

計画策定時の現状（基準年）   7,369万 t-CO2（平成 25 年度） 

実績   5,209万 t-CO2（令和３年度（推計値）） 

目標数値等   3,788万 t-CO2（令和 12 年度） 

【施策の基本的な方向性】 ａ 
【施策の方向】      ア（ア） 

□ 環境・経済・社会の統合的向上による脱炭素社会の実現に向け、様々な主体と「2050
年までのゼロカーボン北海道の実現」という目標を共有しながら協働し、社会システ
ムの脱炭素化に向けた取組を総合的に推進します。 

【指標群の進捗状況等】 
□ 令和２年度(速報値)は基準年度と比較し、29.8％減となっており、平成25年度から
の減少傾向が続いている。 

排出量の約85％を占める二酸化炭素排出量では、産業部門、業務その他部門、家庭
部門、運輸部門の排出量が基準年度より減少している。 
家庭や事業所での省エネの取組などが促進したことなどが要因と考えられる。 

□ 削減目標の達成に向けては、さらなる排出削減や吸収源確保の取組を推進すること
が必要。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※速報値：2023（R5）年7月末時点で入手可能な統計等から必要なデータを推計し、2020（R2）年度

の温室効果ガスの予測値を算出 
※推計値：2023（R5）年7月末時点で入手可能な統計等に加え、未入手の統計データを他の統計実績

値から推計し、20201（R3）年度の排出量の概算値を算出 

指標 

 

新エネルギー導入量 

発電分野 

（発電電力量） 

 

【１－指―②】 

 

計画策定時の現状（基準年）    10,065百万ｋＷｈ（令和２年度） 

実績    11,120百万ｋＷｈ（令和３年度） 

目標数値等    16,490百万ｋＷｈ（令和 12 年度） 

【施策の基本的な方向性】 ｂ 

【施策の方向】      ア（イ） 

□ 太陽光、風力、地熱、中小水力、バイオマス、雪氷など全国トップクラスの豊富な

エネルギー資源を有効に活用した自立・分散型エネルギーの導入等を進めます。 

【指標群の進捗状況等】 

 □ 令和２年度実績の約１割となる1,000万kWh増加し、令和12年度の目標達成に向けて

順調に推移している。 

太陽光発電設備や風力発電設備の新設、太陽光や廃棄物の稼働率の増加などにより

実績値が伸びたことによる。 

 □ 省エネ・新エネ促進行動計画に基づき、エネルギー地産地消への支援や大規模でコ

スト低減が見込まれる洋上風力などの開発・導入を促進する。 

 

 

 

 

 
  ※二酸化炭素の排出量削減のためには化石燃料をはじめとしたエネルギーの利用をできる限り

減らすことが必要だが、新エネルギーの導入が進むことにより、結果として発電のための化

石燃料の使用割合の減少が見込まれ、二酸化炭素の排出量削減に寄与することが期待される。 

  ※新エネルギー導入量発電分野（発電電力量）の目標値は、関連計画である省エネルギー・新エ

ネルギー促進行動計画において設定した導入量目標値20,455百万kWhから、道外移出相当分

3,965百万kWhを差し引いた16,490百万kWhとなっている。 

  

【指標群設定の
考え方】 
・二酸化炭素など
温室効果ガスの
排出抑制状況の
把握 
 

【個別計画】 
・ゼロカーボン北
海道推進計画
（経済部） 

【指標群設定の
考え方】 
・再生可能エネル
ギー（発電分
野）の導入推進
状況の把握 
 

【関連計画】 
・省エネルギー・

新エネルギー促
進行動計画（経
済部） 

Ⅱ 関連指標群の状況 
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指標群名称 

【指標群№】 
内  容 

指標 

 

 新エネルギー導入量 

 熱利用分野 

 

【１－指―③】 

 
 

計画策定時の現状（基準年）      14,551ＴＪ（令和２年度） 

実績      15,652ＴＪ（令和 3年度） 

目標数値等      20,960ＴＪ（令和 12 年度） 

【施策の基本的な方向性】 ｂ 
【施策の方向】      ア（イ） 

□ 太陽光、風力、地熱、中小水力、バイオマス、雪氷など全国トップクラスの豊富なエ
ネルギー資源を有効に活用した自立・分散型エネルギーの導入等を進めます。 

【指標群の進捗状況等】 
 □ 令和２年度実績から約1,000TJ増加し、令和12年度の目標達成に向けて順調に推移し

ている。 

木質バイオマス施設の新設や供給量増、公共施設への地中熱施設の新設などにより

熱利用が進んだ。 

□ 省エネ・新エネ促進行動計画に基づき、地域毎に特色を有する資源を活用したエネ

ルギー地産地消への支援など、新エネルギーを活用した熱利用を促進する。 

個別指標 

 

森林吸収量 

 

【１－個―①】 

 

計画策定時の現状（基準年）      840万 t-CO2（平成元年度） 

実績      986万 t-CO2（令和３年度） 

目標数値等      850万 t-CO2（令和 12 年度） 

【施策の基本的な方向性】 ｄ 
【施策の方向】      ア（ウ） 

□ 「森林吸収源対策推進計画」に基づき、森林の整 備や保全を着実に進めるとともに、
地域材の利用を促進し、森林や木材が持つ二酸化炭素吸収・固定機能の高度発揮を図
るなど、森林における吸収源対策を推進します。 

【指標群の進捗状況等】 
 □ 令和３年度の森林による吸収量は986万t-CO2で、前年度から32％増加。 

   令和３年度の増加については、コロナ禍において一時的に皆伐による伐採量が減少

したことなどが要因と考えられる。 

 □ 森林吸収源対策を推進するために、森林の若返りによる活力ある森林づくりや、道

産木材の利用促進に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（参考）「二酸化炭素吸収量」※森林、農地土壌、都市緑化により二酸化炭素を吸収した量 

 

 

 

 

 

 
「令和４年度（2022年度）ゼロカーボン北海道の実現に向けた取組に関する年次報告」より 

  

【指標群設定の
考え方】 

 ・森林における二
酸化炭素吸収源
対策の推進状況
の把握 

 
【関連計画】 
 ・森林吸収源対策

推進計画（水産
林務部） 

【指標群設定の
考え方】 
・再生可能エネル
ギー（熱利用分
野）の導入推進
状況の把握 
 

【関連計画】 
・省エネルギー・
新エネルギー促
進行動計画（経
済部） 
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指標群名称 

【指標群№】 
内  容 

補足データ 

 

道民一人当たりの 

温室効果ガス排出量 

 

【１－補－①】 

 

【施策の基本的な方向性】 ａ 
【施策の方向】      ア（ア） 

□ 環境・経済・社会の統合的向上による脱炭素社会の実現に向け、様々な主体と「2050
年までのゼロカーボン北海道の実現」という目標を共有しながら協働し、社会システ
ムの脱炭素化に向けた取組を総合的に推進します。 

【指標群の進捗状況等】 
□ 一人当たりの温室効果ガス排出量は、平成25年度から減少傾向となっている。 

人口減少を上回る速度で、道内の二酸化炭素排出量が減少傾向にあることから、一人

当たりの温室効果ガス排出量も減少傾向となっている。 

 □ 一人当たりの温室効果ガス排出量をより一層削減するため、道民・事業者に対し、ラ

イフスタイル・ビジネススタイルの転換につながる取組を広く呼びかける必要がある。 

 

 

 

 

 

補足データ 

 

部門別二酸化炭素 

排出量 

 

【１－補－②】 

 

【施策の基本的な方向性】 ａ 
【施策の方向】      ア（ア） 

□ 環境・経済・社会の統合的向上による脱炭素社会の実現に向け、様々な主体と「2050
年までのゼロカーボン北海道の実現」という目標を共有しながら協働し、社会システム
の脱炭素化に向けた取組を総合的に推進します。 

【指標群の進捗状況等】 
 □ 主要な排出部門である産業部門、家庭部門及び業務その他部門については、平成25

年度から減少傾向である。 

産業部門、家庭部門及び業務その他部門の減少については、家庭や事業所の省エネ

の取組などが要因の一つと考えられる。 

 □ ゼロカーボン北海道推進計画に定める目標達成に向けて、さらなる排出削減の取組

を推進することが必要。 

 

 

 

 

 

 

  

【指標群設定の
考え方】 

 ・二酸化炭素など
温室効果ガスの
排出抑制状況の
把握 

 
【個別計画】 
 ・ゼロカーボン北

海道推進計画
（経済部） 

【指標群設定の
考え方】 

 ・二酸化炭素など
温室効果ガスの
排出抑制状況の
把握 

 
【個別計画】 
 ・ゼロカーボン北

海道推進計画
（経済部） 
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指標群名称 

【指標群№】 
内  容 

補足データ 

 

環境効率性 

 

【１－補－③】 

 

【施策の基本的な方向性】 ａ 
【施策の方向】      ア（ア） 

□ 環境・経済・社会の統合的向上による脱炭素社会の実現に向け、様々な主体と「2050

年までのゼロカーボン北海道の実現」という目標を共有しながら協働し、社会システ

ムの脱炭素化に向けた取組を総合的に推進します。 

【指標群の進捗状況等】 

□ 平成25年度から減少傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ 環境効率性 

   財やサービスの生産に伴って発生する環境への負荷の考え方。同じ機能・役割を果

たす財やサービスの生産を比べた場合に、それに伴って発生する環境への負荷が小さ

ければ、それだけ環境効率性が高いということとなる。（平成 10 年度環境白書） 

   計算式：二酸化炭素排出量 ÷ 道内総生産  

補足データ 

 

次世代自動車の 

保有台数 

 

【１－補－④】 

 

【施策の基本的な方向性】 c 
【施策の方向】      ア（ア） 

□ 環境・経済・社会の統合的向上による脱炭素社会の実現に向け、様々な主体と「2050
年までのゼロカーボン北海道の実現」という目標を共有しながら協働し、社会システ
ムの脱炭素化に向けた取組を総合的に推進します。 

【指標群の進捗状況等】 
□ 次世代自動車の保有台数は年々増加しており、登録車両全体に占める割合も上昇し

てきている。 

継続的な啓発活動による効果やゼロカーボンへの意識の高まり、また近年の燃料価

格高騰等による経済性への配慮などにより、自動車購入時に次世代自動車を選択する

方が増加しているものと推察される。 

 □ 各種イベントの開催・出展や広報媒体の活用により、引き続き、次世代自動車の普

及促進に努める。 

 

 

 

 

  

【指標群設定の
考え方】 

 ・二酸化炭素など
温室効果ガスの
排出抑制状況の
把握 

 
【個別計画】 
 ・ゼロカーボン北

海道推進計画
（経済部） 

【指標群設定の
考え方】 
・化石燃料への依
存の少ないライ
フスタイルや事
業活動への転換
推進状況の把握 
 

【個別計画】 
 ・ゼロカーボン北

海道推進計画
（経済部） 

燃料別台数内訳（令和５年３月末）（軽自動車を含まない） 
・ハイブリッド(HV) 391,479 台、プラグインハイブリッド(PHV) 6,919 台、電気自

動車(EV) 2,618 台、天然ガス自動車(CNG) 62 台、燃料電池車(FCV) 71 台 
・引用元（一般財団法人自動車検査登録情報協会） 

https://www.airia.or.jp/publish/statistics/trend.html 
・北海道経済部地球温暖化対策課ホームページ 

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/tot/ecocar.html 
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指標群名称 

【指標群№】 
内  容 

補足データ 

 

産業部門エネルギー 

消費原単位 

 

【１－補－⑤】 

 

 

【施策の基本的な方向性】 a 
【施策の方向】      ア（ア） 

□ 環境・経済・社会の統合的向上による脱炭素社会の実現に向け、様々な主体と「2050
年までのゼロカーボン北海道の実現」という目標を共有しながら協働し、社会システム
の脱炭素化に向けた取組を総合的に推進します。 

【指標群の進捗状況等】 
□ 平成27年度からまでは増加、平成30年度以降は減少傾向が続いており、令和２年度は前年

度比約８％減となった。 

道内生産額と比較し、エネルギー消費量が大きく減少したことによる。 

 □ 省エネ・新エネ促進行動計画に基づき、引き続き、省エネルギーの一層の促進を図る。 

 

 

補足データ 

 

業務部門エネルギー 

消費原単位 

 

【１－補－⑥】 

 

【施策の基本的な方向性】 a 
【施策の方向】      ア（ア） 

□ 環境・経済・社会の統合的向上による脱炭素社会の実現に向け、様々な主体と「2050
年までのゼロカーボン北海道の実現」という目標を共有しながら協働し、社会システム
の脱炭素化に向けた取組を総合的に推進します。 

【指標群の進捗状況等】 

□ 平成28年度以降横ばいが続いていたが、令和２年度は前年度比８％減となった。 

事業所の床面積はほぼ横ばいだったが、エネルギー消費量が減少したため。 

 □ 省エネ・新エネ促進行動計画に基づき、引き続き、省エネルギーの一層の促進を図る。 

 

 

 

  

【指標群設定の
考え方】 

 ・二酸化炭素など
温室効果ガスの
排出抑制状況の
把握（各部門） 

 
【関連計画】 
 ・省エネルギー・

新エネルギー促
進行動計画（経
済部） 

【指標群設定の
考え方】 

 ・二酸化炭素など
温室効果ガスの
排出抑制状況の
把握（各部門） 

 
【関連計画】 
 ・省エネルギー・

新エネルギー促
進行動計画（経
済部） 
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指標群名称 

【指標群№】 
内  容 

補足データ 

 

家庭部門エネルギー 

消費原単位 

 

【１－補－⑦】 

 

【施策の基本的な方向性】 ａ 
【施策の方向】      ア（ア） 

□ 環境・経済・社会の統合的向上による脱炭素社会の実現に向け、様々な主体と「2050
年までのゼロカーボン北海道の実現」という目標を共有しながら協働し、社会システム
の脱炭素化に向けた取組を総合的に推進します。 

【指標群の進捗状況等】 

□ 平成28年度と令和元年度は前年度比で増加したものの、減少傾向となっている。 

道内人口は横ばいだが、エネルギー消費量が減少したことによる。 

 □ 省エネ・新エネ促進行動計画に基づき、引き続き、省エネルギーの一層の促進を図る。 

 

 

補足データ 

 

運輸部門エネルギー 

消費原単位 

 

【１－補－⑧】 

 

 

 

 

 

 

 

【施策の基本的な方向性】 ａ 
【施策の方向】      ア（ア） 

□ 環境・経済・社会の統合的向上による脱炭素社会の実現に向け、様々な主体と「2050
年までのゼロカーボン北海道の実現」という目標を共有しながら協働し、社会システム
の脱炭素化に向けた取組を総合的に推進します。 

【指標群の進捗状況等】 
□ 平成27年度以降ほぼ横ばいが続いていたが、令和２年度は約15％減と大きく減少し

た。 

   自動車保有台数はほぼ横ばいだったが、エネルギー消費量が減少したため。 

 □ 省エネ・新エネ促進行動計画に基づき、引き続き、省エネルギーの一層の促進を図る。 

 

【指標群設定の
考え方】 

 ・二酸化炭素など
温室効果ガスの
排出抑制状況の
把握（各部門） 

 
【関連計画】 
 ・省エネルギー・

新エネルギー促
進行動計画（経
済部） 

【指標群設定の
考え方】 

 ・二酸化炭素など
温室効果ガスの
排出抑制状況の
把握（各部門） 

 
【関連計画】 
 ・省エネルギー・

新エネルギー促
進行動計画（経
済部） 
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指標群名称 

【指標群№】 
内  容 

補足データ 

 

フロン排出抑制法 

に基づくフロン類 

の回収量・破壊量 

 

【１－補－⑨】 

 

【施策の基本的な方向性】 ｅ 
【施策の方向】      ウ 

□ 温室効果ガス排出抑制及びオゾン層保護のため、フロン類の使用の合理化及び管理
の適正化を推進します。 

【指標群の進捗状況等】 
□ 平成25年度から令和元年度にかけて増加傾向であったが、その後の令和２年度、３年

度は回収量減少が続いている。なお、破壊量は毎年回収量の8割程度で推移している。 

 

 

【指標群設定の
考え方】 

 ・フロン類の管理
の適正化の推進
状況の把握 

 
【関連計画】 
 ・―（経済部） 
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２ 北海道らしい循環型社会の形成 
 

指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

指標 

 

循環利用率 

 

【２－指―①】  

計画策定時の現状（基準年）      15.7%（平成 29 年度） 

実績      15.7%（平成 29 年度） 

目標数値等      17.0%（令和６年度） 

【施策の基本的な方向性】 ａ 
【施策の方向】      ア 
 □ ３Ｒを推進するため、環境に配慮するライフスタイル・ビジネススタイルの定着に向

けた普及啓発や、廃棄物の排出抑制・リサイクルに係る基盤整備を進めるほか、各種リ
サイクル法に基づき、個別分野のリサイクルを推進します。 

【指標群の進捗状況等】 
□ 基準年以降、指標の調査結果が出ていないことから現時点での進捗は不明。 

当該指標の調査は５年に１度であり、最新となる令和４年度の調査結果がまだ出て
おらず、基準年からの進捗状況は現時点では不明。 

 □ 目標の達成に向けて、引き続き、循環型社会形成推進基本計画に沿って廃棄物の排出
削減やリサイクルの取組を進める。 

 

 

 

指標 

 

最終処分量 

 

【２－指―②】 

計画策定時の現状（基準年）     100.0万ｔ（平成 29 年度） 

実績     105.0万ｔ（令和２年度） 

目標数値等      82.0万ｔ（令和 6年度） 

【施策の基本的な方向性】 ａ 
【施策の方向】      ア 
 □ ３Ｒを推進するため、環境に配慮するライフスタイル・ビジネススタイルの定着に向

けた普及啓発や、廃棄物の排出抑制・リサイクルに係る基盤整備を進めるほか、各種リ
サイクル法に基づき、個別分野のリサイクルを推進します。 

【指標群の進捗状況等】 
 □ 一般廃棄物は減少傾向、産業廃棄物は横ばいで全体としては横ばいで推移している。 

一般廃棄物は一人あたりのごみの排出量や人口減少による排出量の減少に伴い、最
終処分量が減少傾向したと思われる。 

 □ 目標の達成に向けて、資源化による減容化や可燃物の広域処理による最終処分量の
削減の推進、循環資源利用促進税事業の活用など、廃棄物の排出量削減やリサイクル
の取組を一層進める。 

 
 
 
 
 
 
※ 令和元年度から推計方法を変更。 

 □ 地域別に占める割合は、道央広域で60％、次いで道北で17％となっている。 
 

  

【指標群設定の
考え方】 

 ・循環資源の循環的
利用推進状況の把
握 

 
【個別計画】 
 ・循環型社会形成

推進基本計画
（環境生活部） 

【指標群設定の
考え方】 

 ・循環資源の循環的
利用推進状況の把
握 

 
【個別計画】 
 ・循環型社会形成

推進基本計画
（環境生活部） 
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指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

指標 

 

廃棄物系バイオマス 

利活用率 

 

【２－指―③】 

計画策定時の現状（基準年）       89.8％（平成 28 年度） 

実績       91.1％（令和２年度） 

目標数値等       90.0％（令和４年度） 

【施策の基本的な方向性】 ｃ 

【施策の方向】      ウ 

 □ 「北海道バイオマス活用推進計画」に基づき、市町村などの取組を促進するととも

に、利活用システムの構築や施設整備を支援します。 

【指標群の進捗状況等】 

□ 横ばいで推移している。 

既に目標値を達成しており、十分な利活用がなされていると考えられる。 

 □ 現状の高い水準を維持するため、引き続き、道内のバイオマス資源の有効活用を促進

するための取組を行う。 

 

 

 

指標 

 

未利用バイオマス 

利活用率 

 

【２－指―④】 

計画策定時の現状（基準年）       71.5％（平成 28 年度） 

実績       80.4％（令和２年度） 

目標数値等       70.0％（令和４年度） 

【施策の基本的な方向性】 ｃ 

【施策の方向】      ウ 

 □ 「北海道バイオマス活用推進計画」に基づき、市町村などの取組を促進するととも

に、利活用システムの構築や施設整備を支援します。 

【指標群の進捗状況等】 

□ 平成29年度以降、80%前後で推移している。 

既に目標値を達成しており、十分な利活用がなされていると考えられる。 

 □ 現状の高い水準を維持するため、引き続き、道内のバイオマス資源の有効活用を促進

するための取組を行う。 

 

 

 

  

【指標群設定の
考え方】 

 ・バイオマスの利
活用推進状況の
把握 

 
【関連計画】 
 ・バイオマス活用

推進計画（経済
部） 

【指標群設定の
考え方】 

 ・バイオマスの利
活用推進状況の
把握 

 
【関連計画】 
 ・バイオマス活用

推進計画（経済
部） 
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指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

個別指標 

 

一般廃棄物の排出量 

（一人 1日当たり） 

 

【２－個―①】 

計画策定時の現状（基準年）     961ｇ/人・日（平成 29 年度） 

実績     941ｇ/人・日（令和３年度） 

目標数値等     900ｇ/人・日（令和 6年度） 

【施策の基本的な方向性】 ｂ 
【施策の方向】      イ 
 □ 一般廃棄物の処理を担う市町村等に対し、 一般廃棄物の処理に関する市町村の責務が

十分果たされるよう有効な情報提供や技術的支援等を行い、適正処理の徹底や施設整備を
促進します。また、大規模災害の発生に備え、災害廃棄物にかかる対策を推進します。 

【指標群の進捗状況等】 
□ 目標達成に向け徐々に減少している。事業系一般廃棄物の減少に対して、家庭系一般廃
棄物の減少幅が大きい状況となっており、メーカーによる容器包装の減量化などによっ
て減少したと思われる。 

 □ 目標の達成（に向けて、生ごみの堆肥化やメタン化などへの利用を促進するなど一般
廃棄物の排出量削減の推進の取組を一層進める。 

 □ 十勝圏域において目標を達成しているほか、道央広域圏域において達成まで約６gと
なっている。目標を達成している十勝圏域においては、事業系一般廃棄物の排出量が道内全
体と比較して約80g少ないなど、産業構造に起因する可能性がある。 

個別指標 

 

産業廃棄物の排出量 

 

【２－個―②】 

計画策定時の現状（基準年）      3,874万ｔ（平成 29 年度） 

実績      3,993万ｔ（令和２年度） 

目標数値等      3,750万ｔ（令和６年度） 

【施策の基本的な方向性】 ｂ 
【施策の方向】      イ 
 □ 産業廃棄物の排出事業者や処理業者に対し、監視・指導等を行うとともに、優良処理

業者を育成し、適正処理を推進します。また、関係機関等との適切な役割分担のもと、
ＰＣＢ廃棄物などの有害廃棄物の適正処理を進めます。 

【指標群の進捗状況等】 
□ 近年、横ばいで推移している。事業活動量が一定の水準で経過していると考えられる。 
□ 目標の達成に向け、普及啓発事業の強化や多量排出事業者の実施状況報告を公表するなど産業

廃棄物の排出量削減やリサイクルの取組を一層進める。 
 
 
 
 
 
 
※ 令和元年度から推計方法を変更 

 □ 地域別に占める割合は、道央広域で36％、次いで十勝、釧路・根室が17％となっている。 

  

【指標群設定の
考え方】 

 ・廃棄物の適正処
理推進状況の把
握 

 
【個別計画】 
 ・循環型社会形成

推進基本計画
（環境生活部） 

【指標群設定の
考え方】 

 ・廃棄物の適正処
理推進状況の把
握 

 
【個別計画】 
 ・循環型社会形成

推進基本計画
（環境生活部） 
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指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

個別指標 

 

一般廃棄物の 

リサイクル率 

 

【２－個―③】 

 

計画策定時の現状（基準年） 24.3％（平成 29 年度） 

実績 23.5％（令和３年度） 

目標数値等 30.0％（令和６年度） 

【施策の基本的な方向性】 ａ 
【施策の方向】      ア 
 □ ３Ｒを推進するため、環境に配慮するライフスタイル・ビジネススタイルの定着に向

けた普及啓発や、廃棄物の排出抑制・リサイクルに係る基盤整備を進めるほか、各種リ
サイクル法に基づき、個別分野のリサイクルを推進します。 

【指標群の進捗状況等】 
□ 基準年に対し微減後、横ばいで推移している。一般廃棄物の排出量が減少し、リサ

イクルの取組も進んでいるが、ここ数年は道内の自治体において新たに追加したリサ
イクル品目がなかったほか、近年の傾向として紙類の集団回収量が減少しリサイクル
量も減少していることなどから、全体としては横ばいで推移している。なお、この傾
向は全国的なものとなっている。 

 □ 引き続き、市町村が行うリサイクルに係る基盤整備の取組を支援するほか、プラス
チック資源循環促進法によるプラスチック使用製品廃棄物のリサイクルの実施につい
て、市町村に必要な助言を行うとともに、目標の達成に向け、再生可能な資源を利用
した製品の購入や、資源ごみの分別排出、廃家電製品の適正なルールによる排出を促
進するなどリサイクルの取組を一層進める。 

□ いずれの地域においても横ばい傾向。道央広域及び十勝圏域は高めの水準となっている。 

個別指標 

 

産業廃棄物の再生 

利用率 

 

【２－個―④】 

計画策定時の現状（基準年）       55.5％（平成 29 年度） 

実績       61.5％（令和２年度） 

目標数値等       57.0％（令和６年度） 

【施策の基本的な方向性】 ａ 
【施策の方向】      ア 
 □ ３Ｒを推進するため、環境に配慮するライフスタイル・ビジネススタイルの定着に向

けた普及啓発や、廃棄物の排出抑制・リサイクルに係る基盤整備を進めるほか、各種リ
サイクル法に基づき、個別分野のリサイクルを推進します。 

【指標群の進捗状況等】 
 □ 年によって多少増減はあるものの、概ねゆるやかな増加傾向であり、直近のデータで

は目標を達成している。 
 □ リサイクル関連産業の育成などを通じて、産業廃棄物の再生利用が進んだと思われる。 
 □ 引き続き、循環資源利用促進税を活用するなどして再生利用率上昇に向けた取組を進める。 
 
 
 
 
 
 

※ 令和元年度から推計方法を変更 

□ 地域別に占める割合は、十勝で 71.5％、オホーツクで 69.3％となっている一方、道央広
域で 50.6％と低い状況となっている。。 

  

【指標群設定の
考え方】 

 ・循環資源の循環的
利用推進状況の把
握 

 
【個別計画】 
 ・循環型社会形成

推進基本計画
（環境生活部） 

【指標群設定の
考え方】 

 ・循環資源の循環的
利用推進状況の把
握 

 
【個別計画】 
 ・循環型社会形成

推進基本計画
（環境生活部） 
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指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

補足データ 

 

資源生産性 

 

【２－補－①】 

【施策の基本的な方向性】 ａ 
【施策の方向】      ア 
 □ ３Ｒを推進するため、環境に配慮するライフスタイル・ビジネススタイルの定着に向

けた普及啓発や、廃棄物の排出抑制・リサイクルに係る基盤整備を進めるほか、各種リ

サイクル法に基づき、個別分野のリサイクルを推進します。 

【指標群の進捗状況等】 

□ 平成19年度から横ばいの状況。 

本指標は道内総生産/天然資源等投入量で算出されるが、経済活動の大きな変動がな

く、各数値について変動が少ないためと思われる。 

※北海道循環型社会形成推進基本計画の改定に併せて算定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ 資源生産性 

   産業や人々の生活がいかに物を有効に利用しているかを示すもの。天然資源等はその

有限性や採取に伴う環境負荷が生じること、またそれらが最終的には廃棄物となること

から、より少ない投入量で効率的に道内総生産を生み出すことが望まれる。 

   計算式：道内総生産 ÷ 天然資源等投入量  

補足データ 

 

廃棄物系バイオマス 

の種別ごとの発生量 

及び利活用量 

 

【２－補－②】 

【施策の基本的な方向性】 ｃ 

【施策の方向】      ウ 

 □ 「北海道バイオマス活用推進計画」に基づき、市町村などの取組を促進するとともに、

利活用システムの構築や施設整備を支援します。 

【指標群の進捗状況等】 
※ 指標（２―指－③）「廃棄物系バイオマス利活用率」の内訳 

 

  

【指標群設定の
考え方】 

 ・循環資源の循環
的利用推進状況
の把握 

 
【個別計画】 
 ・循環型社会形成

推進基本計画
（環境生活部） 

【指標群設定の
考え方】 

 ・バイオマスの利
活用推進状況の
把握 

 
【個別計画】 
 ・バイオマス活用

推進計画（経済
部） 
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指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

補足データ 

 

未利用バイオマスの 

種別ごとの発生量 

及び利活用量 

 

【２－補－③】 

 

 

 

 

 

【施策の基本的な方向性】 ｃ 

【施策の方向】      ウ 

 □ 「北海道バイオマス活用推進計画」に基づき、市町村などの取組を促進するとともに、

利活用システムの構築や施設整備を支援します。 

【指標群の進捗状況等】 

※ 指標（２―指－④）「未利用バイオマス利活用率」の内訳 

 

補足データ 

 

バイオガスプラント 

施設数 

 

【２－補－④】 

【施策の基本的な方向性】 ｃ 

【施策の方向】      ウ 

 □ 「北海道バイオマス活用推進計画」に基づき、市町村などの取組を促進するとともに、

利活用システムの構築や施設整備を支援します。 

 

  

【指標群設定の
考え方】 

 ・バイオマスの利
活用推進状況の
把握 

 
【関連計画】 
 ・バイオマス活用

推進計画（経済
部） 

【指標群設定の
考え方】 

 ・バイオマスの利
活用推進状況の
把握 

 
【関連計画】 
 ・バイオマス活用

推進計画（経済
部） 
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指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

補足データ 

 

バイオマス活用推進 

計画等策定市町村数 

 

【２－補－⑤】 

【施策の基本的な方向性】 ｃ 
【施策の方向】      ウ 
 □ 「北海道バイオマス活用推進計画」に基づき、市町村などの取組を促進するとともに、

利活用システムの構築や施設整備を支援します。 
 
 

地域別では、十勝管内全市町村が共同でバイオマス産業都市構想を策定したため、十勝の

計画策定市町村数が多くなっている。 

 

 

 

 

 

※カッコ内は圏域の市町村数 

補足データ 

 

産業廃棄物処理業者 

の優良認定業者数 

 

【２－補－⑥】 

【施策の基本的な方向性】 ｂ 

【施策の方向】      イ 

 □ 産業廃棄物の排出事業者や処理業者に対し、監視・指導等を行うとともに、優良処理

業者を育成し、適正処理を推進します。また、関係機関等との適切な役割分担のもと、

ＰＣＢ廃棄物などの有害廃棄物の適正処理を進めます。 

【指標群の進捗状況等】 

 □ 近年、横ばいであったが、令和３年度は増加している。 

制度のＰＲ等により増加したものと推察される。 

 □ 引き続き、北海道循環型社会形成推進基本計画、北海道廃棄物処理計画に沿って優良

認定業者の増加に向けた取組を進める。 

 

  

【指標群設定の
考え方】 

 ・廃棄物の適正処
理推進状況の把
握 

 
【個別計画】 
 ・循環型社会形成

推進基本計画
（環境生活部） 

【指標群設定の
考え方】 

 ・バイオマスの利
活用推進状況の
把握 

 
【関連計画】 
 ・バイオマス活用

推進計画（経済
部） 
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指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

補足データ 

 

認定リサイクル製品数 

【２－補－⑦】 

 

  

【施策の基本的な方向性】 ｄ 

【施策の方向】      エ 

 □ リサイクル関連産業の創出・育成や再生品の利用拡大・生産拡大の促進などにより、

循環型社会ビジネスの振興を図ります。 

【指標群の進捗状況等】 

 □ 平成30年度までは増加傾向、令和元年度以降は減少傾向。 

令和４年度に減少した原因は、１事業者の製品が複数失効したため。 

 □ 循環型社会ビジネスの振興を図るため、ホームページや展示会等により北海道認定リ

サイクル製品や認定制度等の普及啓発に努める。 
 

補足データ 

 

グリーン購入の 

全庁的実施市町村数 

 

【２－補－⑧】 

【施策の基本的な方向性】 ｄ 

【施策の方向】      エ 

 □ リサイクル関連産業の創出・育成や再生品の利用拡大・生産拡大の促進などにより、

循環型社会ビジネスの振興を図ります。 

【指標群の進捗状況等】 

 □ ここ数年減少傾向となっている。 

□ 北海道グリーン購入基本方針に基づき、道が率先してグリーン購入を推進することに

より、市町村におけるグリーン購入の必要性を喚起するとともに、グリーン購入法の趣

旨に沿って啓発を行うなど、市町村におけるグリーン購入の促進に取り組む。 

□ 全圏域でここ数年減少傾向が続いており、令和４年度も前年度と比べて微減で推移し

ている。 

□ 環境物品等調達方針を作成し、グリーン購入の推進を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  ※カッコ内は圏域の市町村数 

 

  

【指標群設定の
考え方】 

 ・循環型社会ビジ
ネス市場拡大状
況の把握 

 
【関連計画】 
 ・循環型社会形成推

進基本計画（環境
生活部） 

【指標群設定の
考え方】 

 ・循環型社会ビジ
ネス市場拡大状
況の把握 

 
【個別計画】 
 ・循環型社会形成

推進基本計画
（環境生活部） 
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３ 自然との共生を基本とした環境の保全と創造 
 

指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

個別指標 

 

犬・ねこの安楽 

殺処分頭数 

 

【３－個―①】 

計画策定時の現状（基準年）      1,158頭（平成 28 年度） 

実績       119頭（令和４年度） 

目標数値等       579頭（令和 9年度） 

【施策の基本的な方向性】 ｆ 
【施策の方向】      ウ（ウ） 
 □ 本道に適した動物愛護管理センターの体制を構築し、「動物愛護管理推進計画」に基

づき、動物愛護に関する普及啓発、特定動物の飼養者による動物の適正管理、一般家庭
における動物の適正飼養などの取組を推進します。 

【指標群の進捗状況等】 
 □ 重傷等の理由で安楽殺処分となるものや、保管中に死亡となる犬・猫が一定数存在す

るものの、目標は大きく達成された。 
積極的な譲渡活動や動物愛護団体等の協力が主な要因と考えられる。 

 □ 現状の水準を維持するため、引き続き、動物愛護思想の普及啓発等に取り組む。 
 

□ 全圏域で基準年度（平成28年度）から大きく安楽殺処分頭数を減らすことに成功して
おり、近年は下げ止まっている。 

重傷等の理由で安楽殺処分となるものや、保管中に死亡となるものを含んでおり、こ
れらに該当する犬・猫が一定数は必ず存在するため。 

 
 

個別指標 

 

エゾシカ個体数指数 

（東部地域） 

 

【３－個―②】 

計画策定時の現状（基準年）      100  （平成 23 年度） 

実績      137  （令和４年度） 

目標数値等      50以下（令和 8年度） 

【施策の基本的な方向性】 ｈ 
【施策の方向】      エ（ウ） 
 □ 「エゾシカ管理計画」に基づき、人とエゾシカとの適切な関係を築き、地域社会の健全な発

展に寄与することを目的とし、個体数管理や有効活用などの総合的な対策に取り組みます。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 平成24年度以降は減少に転じたが、平成29年度頃から再び増加に転じ、令和4年度の個

体数指数は過去最高に達した可能性がある。 
個体数の減少に効果的なメスジカ捕獲数が目標に達していないことが要因と考えられる。 

 □ 目標の達成に向けて、エゾシカ捕獲推進プランの目標捕獲数を積み増しするとともに、個
体数を効果的に削減するため、市町村等関係機関に対して「メスジカの積極的な捕獲」を普
及ＰＲし、捕獲推進を図る。また、更なる捕獲強化に向けて、市町村による捕獲が困難な市
町村境等において道が捕獲を実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
※緊急対策を実施したH23時点の指数を100とした。（以下、「北部」、「中部」も同様。） 

  

【指標群設定の
考え方】 

 ・動物愛護精神の
普及状況の把握 

 
【関連計画】 
 ・動物愛護管理推

進計画（環境生
活部） 

【指標群設定の
考え方】 

 ・エゾシカの適正
な保護管理推進
状況の把握 

 
【関連計画】 
 ・エゾシカ管理計

画（環境生活
部） 
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指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

個別指標 

 

エゾシカ個体数指数 

（北部地域） 

 

【３－個―③】 

計画策定時の現状（基準年）      100  （平成 23 年度） 

実績      121  （令和４年度） 

目標数値等      50以下（令和 13 年度） 

【施策の基本的な方向性】 ｈ 
【施策の方向】      エ（ウ） 
 □ 「エゾシカ管理計画」に基づき、人とエゾシカとの適切な関係を築き、地域社会の健全な発

展に寄与することを目的とし、個体数管理や有効活用などの総合的な対策に取り組みます。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 平成24年度以降は減少に転じたが、平成26年度頃から再び増加に転じた。 

個体数の減少に効果的なメスジカ捕獲数が目標に達していないことが要因と考えら
れる。 

 □ 目標の達成に向けて、エゾシカ捕獲推進プランの目標捕獲数を積み増しするととも
に、個体数を効果的に削減するため、市町村等関係機関に対して「メスジカの積極的な
捕獲」を普及ＰＲし、捕獲推進を図る。また、更なる捕獲強化に向けて、市町村による
捕獲が困難な市町村境等において道が捕獲を実施する。 

 

個別指標 

 

エゾシカ個体数指数 

（中部地域） 

 

【３－個―④】 

 

 

計画策定時の現状（基準年）      100  （平成 23 年度） 

実績      107  （令和４年度） 

目標数値等      50以下（令和 13 年度） 

【施策の基本的な方向性】 ｈ 
【施策の方向】      エ（ウ） 
 □ 「エゾシカ管理計画」に基づき、人とエゾシカとの適切な関係を築き、地域社会の健全な発

展に寄与することを目的とし、個体数管理や有効活用などの総合的な対策に取り組みます。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 平成23年度以降は減少に転じたが、平成28年度頃から再び増加に転じた。 

個体数の減少に効果的なメスジカ捕獲数が目標に達していないことが要因と考えら
れる。 

 □ 目標の達成に向けて、エゾシカ捕獲推進プランの目標捕獲数を積み増しするととも
に、個体数を効果的に削減するため、市町村等関係機関に対して「メスジカの積極的な
捕獲」を普及ＰＲし、捕獲推進を図る。また、更なる捕獲強化に向けて、市町村による
捕獲が困難な市町村境等において道が捕獲を実施する。 

 

 

  

【指標群設定の
考え方】 
・エゾシカの適正

な保護管理推進
状況の把握 

 
【関連計画】 
 ・エゾシカ管理計

画（環境生活
部） 

【指標群設定の
考え方】 

 ・エゾシカの適正
な保護管理推進
状況の把握 

 
【関連計画】 
 ・エゾシカ管理計

画（環境生活
部） 
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指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

補足データ 

 

すぐれた自然地域の 

面積 

 

【３－補－①】 

  

【施策の基本的な方向性】 ａ 

【施策の方向】      ア（ア） 

 □ すぐれた自然環境の保全を図るため 、「北海道自然環境等保全条例」に基づき、道

自然環境保全地域等の指定や自然公園にかかる公園計画の見直しを進めるとともに、保

護地域の適切な管理や監視等を行います。 

【指標群の進捗状況等】 

 □ 令和４年度のすぐれた自然地域の面積は908千haとなっており、前年度から変更

なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※ 自然公園（国立、国定、道立）、（原生）自然環境保全地域、道自然環境保全地域、自然景

観保護地区、学術自然保護地区の面積の合計 

補足データ 

 

自然保護監視員等の 

人数と監視延べ日数 

 

【３－補－②】 

【施策の基本的な方向性】 ａ 

【施策の方向】      ア（ア） 

 □ すぐれた自然環境の保全を図るため 、「北海道自然環境等保全条例」に基づき、道

自然環境保全地域等の指定や自然公園にかかる公園計画の見直しを進めるとともに、保

護地域の適切な管理や監視等を行います。 

【指標群の進捗状況等】 

 □ 令和４年度の自然保護監視員等の人数は415人となっており、令和３年度より1人増え

たが、高齢化により退任される監視員がいる一方、新たな担い手は少なく、平成23年度

をピークに減少傾向となっている。 

併せて、令和４年度の自然保護監視延べ日数は6,555日となっており、平成23年度を

ピークに減少傾向となっている。 

 □ 引き続き、効率的な監視活動に努める。 
 
 

□ 自然保護監視延べ日数は減少傾向となっている。 

  

【指標群設定の
考え方】 

 ・すぐれた自然の
保全状況の把握 

 
【関連計画】 
 ・―（環境生活

部） 

【指標群設定の
考え方】 

 ・すぐれた自然の
保全状況の把握 

 
【個別計画】 
 ・生物多様性保全

計画（環境生活
部） 
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指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

補足データ 

 

植林面積 

 

【３－補－③】  

【施策の基本的な方向性】 ｂ 
【施策の方向】      ア（イ） 
 □ 「森林づくり基本計画」に基づき、地域の特性に応じた森林づくりを進めるため、発

揮を期待する 機能に応じて 森林を区分し、計画的な森林の整備・保全を進めます。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 道内における植林面積は、令和２年度は9,786haであったが、労務単価や苗木単価高

騰などの影響により、令和３年度は9,115haとやや減少した。 
 □ 今後は、令和３年度に創設した「豊かな森づくり推進事業」により、市町村と協調し

て森林所有者が計画的に行う植林に支援するとともに、伐採後の着実な植林に向け、
植栽本数の低減、機械利用の促進、植林等作業の省力化・効率化などの取組を推進。 

 

補足データ 

一人当たり 

 

広域公園面積 

 

【３－補－④】 

 

【施策の基本的な方向性】 ｃ 

【施策の方向】      ア（ウ） 

 □ 自然の連続性などみどりのネットワーク形成や自然環境・生態系に配慮して、身近な

みどりの保全・回復・創造を進めます。 

【指標群の進捗状況等】 

 □ 令和４年度については、人口減少により、令和３年度より１人当たり面積が増加と

なった。 

令和４年度の増加した要因については、広域公園の面積に変更はないが、人口減少に

より、一人当たりの広域公園面積が増加となった。 

 □ 広域公園の整備・維持管理・更新に必要な予算要望を行い、公園面積の保全に取り組む。 

 

□ 令和４年度については、全県域で人口減少により、令和３年度より１人当たり面積が

増加となった。 

令和４年度の増加した要因については、広域公園の面積の変更はないが、各圏域の

人口減少により、一人当たりの広域公園面積が増加となった。 

 

  

【指標群設定の
考え方】 

 ・環境保全機能の維
持増進状況の把握 

 
【関連計画】 
 ・森林づくり基本計

画（水産林務部） 

【指標群設定の
考え方】 

 ・身近な自然との
ふれあいづくり
の推進状況の把
握 

 
【関連計画】 
 ・―（建設部） 
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指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

補足データ 

 

道立公園利用者数 

 

【３－補－⑤】 

【施策の基本的な方向性】 ｃ 
【施策の方向】      ア（ウ） 
 □ 自然の連続性などみどりのネットワーク形成や自然環境・生態系に配慮して、身近な

みどりの保全・回復・創造を進めます。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 令和４年度の道立都市公園全体の来園者数は、2,582千人と令和３年度の1,743千人を

839千人上回り48.1％増加した。増加の要因は、コロナ禍の影響による休園日数が無か
ったことが挙げられる。なお、コロナ禍の影響を受ける前の平成30年度と比較すると
787千人減少し、23.4％減少している。 

 □ コロナ禍の影響もあり利用者数が減少しているが、それぞれの道立都市公園において、
公園の賑わい創出のために各種イベントを開催するなど、利用促進に取り組んでいる。 

□ 令和４年度については、各圏域で前年度の利用者数を超えているが、コロナ禍の影響
を受ける前の平成30年度と比較すると減少している。 

令和４年度の増加した要因としては、コロナ禍の影響による休園日数がなかったこ
とが挙げられる。 

補足データ 

 

水辺に親しめる 

河川空間整備数 

 

【３－補－⑥】 

【施策の基本的な方向性】 ｃ 
【施策の方向】      ア（ウ） 
 □ 生物の生息空間として重要な河川、湖沼、海岸、浅海域など、多様な水辺空間の保全

と整備を進めます。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 着実に整備が進んでいる。 

「北海道の川づくりビジョン」の基本的な方針の一つである「親しみやゆとりのあ
る川」に基づき、河川改修等を実施しているため、整備数が増加している。 

□ 整備数向上のため、引き続き、「北海道の川づくりビジョン」の基本的な方針の一
つである「親しみやゆとりのある川」に基づいた川づくりの推進に努める。 

 

□ 着実に整備数が増加しており、道央広域での整備数が全体の約半数となっている。 
 

  

【指標群設定の
考え方】 

 ・身近な自然との
ふれあいづくり
の推進状況の把
握 

 
【関連計画】 
 ・－（建設部） 

【指標群設定の
考え方】 
・身近な自然との

ふれあいづくり
の推進状況の把
握 

 
【関連計画】 
 ・－（建設部） 
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指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

補足データ 

 

景観行政団体移行 

市町村数 

 

【３－補－⑦】 

【施策の基本的な方向性】 ｄ 
【施策の方向】      ア（エ） 
 □ 「景観形成ビジョン」に基づき、「美しい景観のくに、北海道」を目指して、自然と

調和した良好な景観形成を推進します。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 近年は順調に景観行政団体数が増加している状況。 

再生可能エネルギー（主に太陽光発電施設）の乱立による景観の悪化やリゾート開発
による無秩序な開発による景観の乱れを景観計画によりコントロールしようとする自
治体が増えてきた。 

 □ 今後も市町村が出席する会議等で景観行政団体への移行を啓発していく。 
 
 
 
 
 
 
  ※景観行政団体：景観法に基づき、景観行政事務を処理する地方公共団体。 

景観計画を策定し独自の景観形成基準等を定めて良好な景観づくりが出来る。 

□ 道央広域：リゾート開発の活発な後志、縄文遺跡群の胆振において近年は移行が進んだ。 
道南  ：中核市の函館市以外移行した市町村は無い状況。 
上川  ：中核市の旭川市から富良野市まで観光エリアの市町村で移行が進んでいる。 
オホーツク：北見市と清里町が移行した以外、動きが余り見られない。 
十勝  ：管内に景観行政団体が無い状況。 
釧路・根室：近年は太陽光発電施設を抑制しようと景観行政団体への移行を目指す動

きが活発化。 
□ 全圏域共通で大きな問題とならない限り、少子高齢化に伴う人口減少や職員数の減少
などにより景観への取組についての優先順位が低い又はリソースを割けない状況にあ
るのではと考える。 

□ 機会を見て市町村への啓蒙を続けていく。 
 

補足データ 

 

自然公園利用者数 

 

【３－補－⑧】 

【施策の基本的な方向性】 ｅ 
【施策の方向】      ウ（ア） 
 □ 人々にうるおいややすらぎをもたらす自然とのふれあいを推進するため、ふれあいの

場となる利用施設の整備・維持管理や自然体験などの機会の提供を進めます。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 新型コロナウイルス感染症に伴う行動規制が緩和されたことから、令和４年は2,241

万人となり、回復基調が見られたが、感染症の影響が出る前の令和元年と比べると約

65％の利用者となっている。 ※国立、国定、道立 

 

 

  

【指標群設定の
考え方】 
・北海道らしい景

観づくりの推進
状況の把握 

 
【関連計画】 
 ・－（建設部） 

【指標群設定の
考え方】 

 ・自然とのふれあ
いの推進状況の
把握 

 
【関連計画】 
・―（環境生活部） 
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指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

補足データ 

 

タンチョウの生息数 

 

【３－補－⑨】 

 

【施策の基本的な方向性】 ｇ 
【施策の方向】      エ（ア） 
 □ 「希少野生動植物種保護基本方針」に基づき、捕獲等の規制や監視、生息地等の維持・

再生、道民等との協働による監視活動などを進めます。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 生息数については、増加傾向にあるものと考えられる。国や道が実施している給餌事

業の効果や環境省が実施するタンチョウ保護増殖事業の進展によるものと考えられる。 

 

補足データ 

 

野生動植物の目録を 

作成した分類群の数 

 

【３－補－⑩】 

【施策の基本的な方向性】 ｇ 
【施策の方向】      エ（ア） 
 □ 「希少野生動植物種保護基本方針」に基づき、捕獲等の規制や監視、生息地等の維持・

再生、道民等との協働による監視活動などを進めます。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 当該目録は、レッドリスト更新に伴い作成したもの（「哺乳類」、「両生類」、「爬

虫類」、「昆虫（チョウ目）、（コウチュウ目）」、「鳥類」、「魚類」）。 

 

 

  

【指標群設定の
考え方】 

 ・生物多様性の保
全状況の把握 

 
【個別計画】 
 ・生物多様性保全計

画（環境生活部） 

【指標群設定の
考え方】 

 ・生物多様性の保
全状況の把握 

 
【個別計画】 
 ・生物多様性保全計

画（環境生活部） 
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指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

補足データ 

 

「アライグマ防除 

実施計画」の策定 

市町村数 

 

【３－補－⑪】 

 

【施策の基本的な方向性】 ｇ 
【施策の方向】      エ（イ） 
 □ 「外来種対策基本方針」に基づき、外来種を「入れない」「捨てない」「拡げない」

ことを基本として、外来種 の指定や防除などを推進します。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 策定市町村数は平成23年度以降、一貫して増加傾向にあったが、近年は増加数が鈍化

傾向にある。被害が確認されないなど、防除の必要性が低い市町村においては策定して
いない一方、必要性がある市町村のほとんどが策定したことが要因と考えられる。 

 □ 未策定の市町村に対しては、生息を確認したり、被害が発生した場合は、速やかな計
画策定について助言していく。 

 

 

※カッコ内は圏域の市町村数 

補足データ 

 

エゾシカ捕獲数及び 

農林業被害額 

 

【３－補－⑫】 

 

【施策の基本的な方向性】 ｈ 
【施策の方向】      エ（ウ） 
 □ 「エゾシカ管理計画」に基づき、人とエゾシカとの適切な関係を築き、地域社会の健

全な発展に寄与することを目的とし、個体数管理や有効活用などの総合的な対策に取り
組みます。 

【指標群の進捗状況等】 
 ［捕獲数］ 
   捕獲数は約14万5,000頭と、令和元年度以降増加している。北海道エゾシカ管理計画（第

6期）の目標達成に向けて、エゾシカ捕獲推進プランの目標捕獲数を積み増しするととも
に、個体数を効果的に削減するため、市町村等関係機関に対して「メスジカの積極的な捕
獲」を普及PRし、捕獲推進を図る。また、更なる捕獲強化に向けて、市町村による捕獲が
困難な市町村境等において道が捕獲を実施する。 

 ［農林業被害額］ 
   農林業被害額は近年、減少傾向にあったが、令和２年度以降増加し、令和４年度は約48

億円となっており、前年度から増加している。捕獲数は拡大傾向にあるものの、個体数の
減少に効果的なメスジカ捕獲数が目標に達していないため、個体数が増加傾向にあると
考えられる。これにより、農林業被害額が増加していると考えられる。 

□ 令和４年度の地域別のうち、捕獲数は道央広域で31.7％、釧路・根室で27.8％となって
おり、この２つの地域で約６割となっている。同様に農林業被害額でも釧路・根室で
35.5％、道央広域で23.7％と、この２つの地域で約６割となっている。 
捕獲数は拡大傾向にあるものの、個体数の減少に効果的なメスジカ捕獲数が目標に達し

ていないため、個体数が増加傾向にあると考えられる。これにより、農林業被害額が増加
していると考えられる。 

 □ 北海道エゾシカ管理計画（第6期）の目標達成に向けて、エゾシカ捕獲推進プランの目
標捕獲数を積み増しするとともに、個体数を効果的に削減するため、市町村等関係機関に
対して「メスジカの積極的な捕獲」を普及PRし、捕獲推進を図る。また、更なる捕獲強化
に向けて、市町村による捕獲が困難な市町村境等において道が捕獲を実施する。 

 

  

【指標群設定の
考え方】 
・生物多様性の保
全状況の把握 

 
【個別計画】 
 ・生物多様性保全

計画（環境生活
部） 

【指標群設定の
考え方】 
・エゾシカの適正

な保護管理推進
状況の把握 

 
【関連計画】 
 ・エゾシカ管理計

画（環境生活
部） 
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指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

補足データ 

 

エゾシカ個体数指数 

（南部地域） 

 

【３－補－⑬】 

【施策の基本的な方向性】 ｈ 
【施策の方向】      エ（ウ） 
 □ 「エゾシカ管理計画」に基づき、人とエゾシカとの適切な関係を築き、地域社会の健

全な発展に寄与することを目的とし、個体数管理や有効活用などの総合的な対策に取り
組みます。 

【指標群の進捗状況等】 
 □ 個体数は減少しておらず、増加が継続していると推定される。 

個体数の減少に効果的なメスジカ捕獲数が少ないことが要因と考えられる。 

 □ 目標の達成に向けて、エゾシカ捕獲推進プランの目標捕獲数を積み増しするととも

に、個体数を効果的に削減するため、市町村等関係機関に対して「メスジカの積極的な

捕獲」を普及 PRし、捕獲推進を図る。また、更なる捕獲強化に向けて、市町村による

捕獲が困難な市町村境等において道が捕獲を実施する。 

 

 

補足データ 

 

エゾシカ推定生息数 

 

【３－補－⑭】 

 

【施策の基本的な方向性】 ｈ 
【施策の方向】      エ（ウ） 
 □ 「エゾシカ管理計画」に基づき、人とエゾシカとの適切な関係を築き、地域社会の健

全な発展に寄与することを目的とし、個体数管理や有効活用などの総合的な対策に取り
組みます。 

【指標群の進捗状況等】 
 □ 令和４年度のエゾシカ推定生息数は72万頭となっており、近年は増加傾向にある。 

捕獲数は拡大傾向にあるものの、個体数の減少に効果的なメスジカ捕獲数が目標に達

していないため、個体数が増加傾向にあると考えられる。これにより、農林業被害額が

増加していると考えられる。 

 □ 北海道エゾシカ管理計画（第6期）の目標達成に向けて、エゾシカ捕獲推進プランの

目標捕獲数を積み増しするとともに、個体数を効果的に削減するため、市町村等関係機

関に対して「メスジカの積極的な捕獲」を普及PRし、捕獲推進を図る。また、更なる捕

獲強化に向けて、市町村による捕獲が困難な市町村境等において道が捕獲を実施する。 

 

 

  

【指標群設定の
考え方】 

 ・エゾシカの適正
な保護管理推進
状況の把握 

 
【関連計画】 
 ・エゾシカ管理計

画（環境生活
部） 

【指標群設定の
考え方】 

 ・エゾシカの適正
な保護管理推進
状況の把握 

 
【関連計画】 
 ・エゾシカ管理計

画（環境生活
部） 
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指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

補足データ 

 

狩猟免許所持者数 

 

【３－補－⑮】 

 

【施策の基本的な方向性】 ｈ 
【施策の方向】      エ（ウ） 
 □ 「鳥獣保護管理事業計画」に基づき、鳥獣保護区の指定や適正な狩猟の管理など野生

鳥獣の保護管理に関する基盤的施策を推進します。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 10年前と比較すると、１割程度増加しており、微増傾向にある。 

増加要因としては、狩猟免許試験の受験機会を増やしたこと（日曜日や農閑期の実施、

回数の増等）やシカ捕獲目的のわな猟免許の取得者が増加していること等があげられる。 

□ 引き続き、狩猟免許試験の受験機会の確保等を図っていく。 

 

10年前と比較すると、圏域毎で増減割合の違いはあるが、全体では１割程度増加しており、

微増傾向にある。 

補足データ 

 

ヒグマ人身被害数 

 

【３－補－⑯】 

【施策の基本的な方向性】 ｈ 
【施策の方向】      エ（ウ） 
 □ 「ヒグマ管理計画」に基づき、道民とヒグマのあつれき軽減とヒグマ地域個体群の存

続を両立するための取組を推進します。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 令和３年度には死傷者は14名で過去最高を記録したが、ここ数年は３～４名で推移し

ている。 

偶発的な遭遇による事故が多い（狩猟者を除く）。 

令和３年度の事故原因に一定の傾向は認められず、事故が増加した原因は不明。 

 □ 人側への正しい知識の普及啓発に努める。 

 

 

 

 

 

  

【指標群設定の
考え方】 

 ・野生鳥獣の適正
な保護管理推進
状況の把握 

 
【個別計画】 
・生物多様性保全

計画（環境生活
部） 

【指標群設定の
考え方】 

 ・ヒグマの適正な
保護管理推進状
況の把握 

 
【関連計画】 
 ・ヒグマ管理計画

環境生活部） 
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指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

補足データ 

 

ヒグマ捕獲数及び 

農業被害額 

 

【３－補－⑰】 

【施策の基本的な方向性】 ｈ 
【施策の方向】      エ（ウ） 
 □ 「ヒグマ管理計画」に基づき、道民とヒグマのあつれき軽減とヒグマ地域個体群の存

続を両立するための取組を推進します。 
【指標群の進捗状況等】 
 ［捕獲数］ 

   令和３年度に初めて1,000頭を超えた。 

   要因は、ヒグマの生息数が増加傾向にあり人里への出没や農業被害が増加し、有害捕獲

件数が増えたため。 

   今後は、市町村による有害捕獲を実施するとともに、令和５年春から、人里に頻繁に

出没する問題個体の排除や人への警戒心を植え付けることを目的とした「春期管理捕

獲」を開始。 

 ［農業被害額］ 

   ３年連続で過去最高を更新。 

   要因は、ヒグマの生息数が増加傾向にあり。被害防止対策が不十分なため。 

   今後は、市町村による有害捕獲を実施するとともに、市町村地域協議会等において、

農林水産省の鳥獣被害防止総合対策交付金を活用し、被害防止計画に基づく農作物被害

の防止・軽減を図るための取組を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【指標群設定の
考え方】 

 ・ヒグマの適正な
保護管理推進状
況の把握 

 
【関連計画】 
 ・ヒグマ管理計画

環境生活部） 
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４ 安全・安心な地域環境の確保 
 

指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

指標 

 

大気環境基準達成率 

 

【４―指－①】 

計画策定時の現状（基準年）      100％（平成 30 年度） 

実績      100％（令和３年度） 

目標数値等      100％（令和 12 年度） 

【施策の基本的な方向性】 ａ 
【施策の方向】      ア（ア） 
 □ 大気環境についての継続的な調査・監視や、事業者に対する指導・助言等により、大

気環境の保全を推進します。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 近年は、目標を達成している。これまでの取組の浸透により、高い水準を維持できている。 
 □ 現状の高い水準を維持するため、引き続き、取り組みを継続する。 

指標 

 

水質環境基準達成率 

 

【４―指－②】 

計画策定時の現状（基準年）      91.2％（平成 30 年度） 

実績      90.8％（令和４年度） 

目標数値等      1 0 0％（令和 12 年度） 

【施策の基本的な方向性】 ａ 
【施策の方向】      ア（イ） 
 □ 公共用水域や地下水についての継続的な調査・監視や、事業者に対する指導 ・助言

等により、水環境の保全を推進します。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 令和４年度の本道の公共用水域における水質環境基準達成率は90.8％となってい

る。要因は外部との水の交換が起こりにくい閉鎖性水域の達成率が低いことが影響し
ている。 

 □ 環境基準未達成水域などにおいては、地元自治体や住民、団体等で構成する協議会を
設置するなど継続的な対策が行われていることから、引き続きこれらの取組の推進に
ついて、国や市町村、地域住民や産業界などと連携して取り組んでいく。 

 

 □ いずれも水域環境基準達成率は近年横ばい傾向にある。 
 □ 釧路・根室圏域を除く５圏域では水質環境基準達成率85％以上の高い水準となって

いるが、釧路・根室圏域では70％程度に留まっている。 
 釧路・根室圏域に湖沼などの閉鎖性水域が多数存在していることが要因と推察される。 

 

  

【指標群設定の
考え方】 

 ・大気環境基準の
達成状況の把握 

 
【関連計画】 
 ・―（環境生活部） 

【指標群設定の
考え方】 

 ・水質環境基準の
達成状況の把握 

 
【関連計画】 
・―（環境生活部） 
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指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

指標 

 

 騒音に関する環境 

 基準達成率 

 （一般地域） 

 

【４―指－③（１）】 

計画策定時の現状（基準年）      93.3％（平成 30 年度） 

実績      92.5％（令和３年度） 

目標数値等      1 0 0％（令和 12 年度） 

【施策の基本的な方向性】 ｃ 
【施策の方向】      ア（ウ） 
 □ 工場・事業場等から発生する騒音・振動・悪臭 を防止するため、関係法令に基づく

規制地域の指定や、航空機騒音の監視などを行います。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 目標達成に向けて順調に推移しており、目標の達成に向けて、引き続き、取組を継続

する。 

指標 

 

 騒音に関する環境 

 基準達成率 

 （自動車） 

 

【４―指－③（２）】 

計画策定時の現状（基準年）      97.1％（平成 30 年度） 

実績      98.1％（令和３年度） 

目標数値等      1 0 0％（令和 12 年度） 

【施策の基本的な方向性】 ｃ 
【施策の方向】      ア（ウ） 
 □ 工場・事業場等から発生する騒音・振動・悪臭 を防止するため、関係法令に基づく

規制地域の指定や、航空機騒音の監視などを行います。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 近年、横ばいで推移しており、高い水準を維持できている。 

 □ 目標の達成に向けて、引き続き、取組を継続する。 

指標 

 

 騒音に関する環境 

 基準達成率 

 （航空機） 

 

【４―指－③（３）】 

計画策定時の現状（基準年）      75.0％（平成 30 年度） 

実績      75.0％（令和４年度） 

目標数値等      1 0 0％（令和 12 年度） 

【施策の基本的な方向性】 ｃ 
【施策の方向】      ア（ウ） 
 □ 工場・事業場等から発生する騒音・振動・悪臭 を防止するため、関係法令に基づく

規制地域の指定や、航空機騒音の監視などを行います。 
【指標群の進捗状況等】 
□ 年度により調査箇所数が異なるため達成率が変動しているが、いずれの年度におい

ても、新千歳空港及び千歳飛行場で基準未達成、その他空港は基準達成の状況が継続
している。千歳飛行場においてはジェット戦闘機の離着陸が行われているため、新千
歳空港及び千歳飛行場の一部周辺地点の測定に影響を与えているものと考えられる。 

 □ 目標の達成に向けて、引き続き、航空機騒音実態調査実施計画に沿って、新千歳空港
及び千歳飛行場における常時監視などの取組を進める。 

 

  

【指標群設定の
考え方】 

 ・騒音環境基準の
達成状況の把握 

 
【関連計画】 
・―（環境生活部） 

【指標群設定の
考え方】 

 ・騒音環境基準の
達成状況の把握 

 
【関連計画】 
・―（環境生活部） 

【指標群設定の
考え方】 

 ・騒音環境基準の
達成状況の把握 

 
【関連計画】 
 ・―（環境生活部） 
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指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

個別指標 

 

化学物質 

（ダイオキシン類） 

環境基準達成率 

 

【４－個―①】 

計画策定時の現状（基準年）       100％（平成 30 年度） 

実績       100％（令和４年度） 

目標数値等       100％（令和 12 年度） 

【施策の基本的な方向性】 ｄ 

【施策の方向】       イ 
 □ ダイオキシン類についての継続的な調査・監視や事業者に対する指導 ・助言、ＰＲ

ＴＲ制度の適切な運用などにより、化学物質等による環境汚染の未然防止を図ります。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 平成12年度以降、全道において環境基準100％達成を継続している。 

事業者への指導等の取組により、廃棄物焼却炉などの特定施設が適切に維持管理さ
れ、環境汚染の未然防止に繋がっているものと推察される。 

 □ ダイオキシン類の調査・監視や事業者等への指導 ・助言などを引き続き実施するこ
とにより、ダイオキシン類による環境汚染の未然防止を図る。 

補足データ 

 

地下水環境基準の 

達成率 

 

【４－補－①】 

 

※環境基本計画 P74で

は、「地下水水質常

時監視の『概況調

査』及び『継続監視

調査』における調査

地点数及び環境基準

達成率」としている

が、概況調査のみの

グラフも参考として

掲載。 

【施策の基本的な方向性】 ｂ 
【施策の方向】      ア（イ） 
 □ 公共用水域や地下水についての継続的な調査・監視や、事業者に対する指導・助言等

により、水環境の保全を推進します。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 近年、横ばいで推移している。 

常時監視や事業場等への立入検査による監視・指導等を実施しているが、地下水は一
度汚染されると浄化に時間がかかること等から、横ばいで推移している。 

 □ 引き続き、地下水の常時監視や事業場等への立入検査による監視・指導等を効率的か
つ効果的に実施していく。 

 

  

【指標群設定の
考え方】 
・化学物質等によ
る環境リスクの
低減状況の把握 

 
【関連計画】 
 ・―（環境生活部） 

【指標群設定の
考え方】 
・健全な水環境の
確保状況の把握 

 
【関連計画】 
・―（環境生活部） 

概況調査＋継続監視調査 

概況調査のみ 
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指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

補足データ 

 

汚水処理人口普及率 

 

【４－補－②】 

【施策の基本的な方向性】 ｂ 
【施策の方向】      ア（イ） 
 □ 公共用水域や地下水についての継続的な調査・監視や、事業者に対する指導・助言等

により、水環境の保全を推進します。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 汚水処理の普及が着実に進んでいる。 

   全道みな下水道構想に基づき汚水処理施設の整備を進めている。 

 □ 引き続き、全道みな下水道構想に基づき汚水処理施設の整備を推進し、汚水処理の普

及促進を図る。 

 

□ 各圏域で汚水処理が順調に普及している。 

 

 

 

 

補足データ 

 

健全な水循環確保 

のための流域環境 

保全計画策定数 

 

【４－補－③】 

【施策の基本的な方向性】 ｂ 
【施策の方向】      ア（イ） 
 □ 上流域の森林地域から下流域の農漁村・都市地域まで水環境を流域全体で捉え、健全

な水環境の確保を図る視点にたって、水資源の確保と保全、水の効率的・持続的な利用
などについて、関係者と連携した取組を推進します。 

【指標群の進捗状況等】 
 □ 近年、微増している。 

地域の環境保全団体への助言・支援等しており、微増している。 

 □ 引き続き、「健全な水循環の確保のための流域環境保全計画づくりガイド」や企業と

の協働事業である「北海道 e-水プロジェクト」を活用し、地域の環境保全団体等の活動

を支援していく。 

 

 

概ね横ばい・微増で推移している。 

地域の環境保全団体への助言・支援等しており、横ばい・微増で推移している。 

 

 

  

【指標群設定の
考え方】 
・健全な水環境の
確保状況の把握 

 
【関連計画】 
 ・全道みな下水道

構想Ｖ（建設部） 

【指標群設定の
考え方】 
・健全な水環境の
確保状況の把握 

 
【関連計画】 
・―（環境生活部） 
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指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

補足データ 

 

ＰＲＴＲ法に基づく 

届出排出量及び移動量 

 

【４－補－④】 

【施策の基本的な方向性】 ｄ 

【施策の方向】      イ 

 □ ダイオキシン類についての継続的な調査・監視や事業者に対する指導 ・助言、ＰＲＴＲ制

度の適切な運用などにより、化学物質等による環境汚染の未然防止を図ります。 

【指標群の進捗状況等】 

 □ 近年は概ね横ばいの傾向。 

経済活動の変動によるものと考えられる。 

 

概ね横ばいの傾向 

  

補足データ 

 

公害苦情件数 

 

【４－補－⑤】 

【施策の基本的な方向性】 ｃ 
【施策の方向】      ウ 
 □ 公害苦情相談員や公害審査会の設置・運用により、公害苦情・公害紛争の適切な処理

に努めます。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 公害苦情は令和元年度から令和２年にかけて増加したが、令和３年度は減少に転じ

た。苦情件数の大半を占める都市部（人口10万人以上の市）では、廃棄物の不法投棄や

騒音・振動の苦情件数受付が多く、一方、郡部（その他の市町村）では、悪臭の苦情件

数受付が多くなっている。 

  

 

 

  

【指標群設定の
考え方】 

 ・化学物質等によ
る環境リスクの
低減状況の把握 

 
【関連計画】 
・―（環境生活部） 

【指標群設定の
考え方】 

 ・静穏な生活環境

の確保状況の把

握 

 

【関連計画】 

・―（環境生活部） 
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５ 各分野に共通する施策の展開 

 

指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

指標 

 

  ｢環境配慮活動 

  実践者｣の割合 

 

【５－指―①】 

計画策定時の現状（基準年）      76.8％（平成 25 年度） 

実績      71.8％（令和５年度） 

目標数値等      70.0％（令和５年度） 

【施策の基本的な方向性】 ａ、ｂ 
【施策の方向】      ア（ア） 
 □ 環境に配慮した北海道らしいライフスタイルの提案・普及啓発を推進し、環境配慮行

動の定着を図ります。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 令和５年度に実施した道民意識調査では、環境配慮活動実践者の割合は71.8％となっ

ており、令和元年度の59.7％から12.1ポイント上昇した。 

   道民の環境への関心が高まり、環境に配慮した行動の増加につながっているものと考

えられる。 

 □ 引き続き、ホームページやイベントの実施、環境道民会議など様々な主体との連携を

通じ、より多くの道民、事業者に対して環境に配慮した行動の実践を促す。 

 

 

指標 

 

 道の事務・事業に 

 おける温室効果ガス 

 の排出量 

 

【５－指―②】 

計画策定時の現状（基準年）    312,136t-CO2（平成 25 年度） 

実績    243,185t-CO2（令和 4年度） 

目標数値等    156,000t-CO2（令和 12 年度） 

【施策の基本的な方向性】 ｄ 
【施策の方向】      イ（ア） 
 □ 道自らが、率先して、事務・事業の実施にあたり環境に配慮し、環境への負荷の低減

に努めます。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 基準年度（平成25年度）から令和４年度までに22.1％減少している。 

前年度からの増加要因としては道立公園や体育センター、美術館等における電気の

使用量増加によるもので、新型コロナウイルス感染症まん延防止等重点措置の終了に

よるイベントの再開や利用者の増加等の影響によるものと考えられる。 

 □ 目標の達成に向けて、引き続き、職場での一層の省エネの率先実行などにより、特に

全排出量の約54％を占める電気に対する対策を重点的に進めるほか、改築される庁舎の

ZEB化や公用車の次世代自動車化などを推進する。 

 

 

 

 

  

【指標群設定の
考え方】 
・環境保全意識を

持ち主体的に行
動できる人づく
りの推進状況の
把握 

 
【個別計画】 
 ・環境教育等行動

計画（環境生活
部） 

【指標群設定の
考え方】 

 ・道が行う事務・
事業における環
境配慮状況の把
握 

 
【関連計画】 
 ・道の事務・事業

に関する実行計
画（経済部） 
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指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

個別指標 

 

ＹＥＳ！ｃｌｅａｎ 

作付面積 

 

【５－個―①】 

計画策定時の現状（基準年） 17,734ha（平成 30年度） 

実績 15,454ha（令和４年度） 

目標数値等 20,000ha（令和 6 年度） 

【施策の基本的な方向性】 ｃ 
【施策の方向】      イ （イ） 
 □ 環境との調和に配慮したクリーン農業や有機農業、自然循環型畜産の普及を推進すると

ともに、有機質資源の有効利用など農業生産活動を通じた環境保全の取組を促進します。 
□ 「地産地消」や「地材地消」など、関連する産業の発展と環境負荷の低減の両面に資

する取組を推進します。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 平成30年度以降はYES!clean作付面積が減少傾向にある。原因は、気候変動に伴う病

虫害の発生増加や高齢化による生産集団の解散など。 

 □ 産地に対する働きかけや新技術の開発・普及に加え、消費者・流通業者へのＰＲによ

る消費拡大に取り組む。 

 

 

□ YES!cleanの作付面積は全道的に減少傾向にあるが、その中でも十勝やオホーツクな

どの大規模畑作地帯における減少が大きい状況。 

全道的に、気候変動に伴う病虫害の発生増加や構成員の高齢化による生産集団の解散

などが減少の原因であり、圏域毎に特筆される原因は特にない。 

 

個別指標 

 

 省エネ基準に適合する 

 住宅ストックの割合 

 

【５－個―②】 

計画策定時の現状（基準年）       19％（平成 30 年度） 

実績       24％（令和４年度） 

目標数値等       40％（令和 12 年度） 

【施策の基本的な方向性】 ｆ 
【施策の方向】      ウ 
 □ 持続可能で質の高い暮らしの場を目指し、まちなか居住の促進やまちに必要な機能の

集約などの取組と、低炭素化やエネルギーの地産地消、資源の域内循環などの取組を連
携させたまちづくりを進めます。 

【指標群の進捗状況等】 
 □ 省エネ基準に適合する住宅ストックは、平成30年度以降概ね順調に増加している。 

北方型住宅の普及推進を図るとともに、市町村における脱炭素社会に向けた取組の支

援などにより増加しているものと推察する。 

 □ 再生可能エネルギーや道産木材の活用など脱炭素化に資する対策を取り入れた「北方

型住宅ZERO」等の普及やモデル団地の展開のほか、既存住宅の省エネルギー改修の促進

を図る。 

 

 

  

【指標群設定の
考え方】 

 ・環境への配慮を
織り込んだまち
づくりなどの推
進状況の把握 

 
【関連計画】 
 ・住生活基本計画

（建設部） 

【指標群設定の
考え方】 

 ・事業者の環境に
配慮した行動の
促進状況の把握 

 
【関連計画】 
 ・クリーン農業推

進計画（農政
部） 
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指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

補足データ 

 

環境管理システムの 

認証取得事業所数 

 

【５－補―①】 

【施策の基本的な方向性】 ｃ 
【施策の方向】      イ（ア） 
 □ 環境に配慮した事業活動や環境負荷の低い技術・製品・サービスの開発・普及など、

企業による自主的な環境保全の取組を促進します。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 環境管理システムの認証制度「ISO14001」、「北海道環境マネジメントシステム」、

「エコアクション21」を導入している道内の事業者や組織は、平成25年度以降減少して

おり、令和２年度以降、ほぼ横ばいで推移してきている。 

近年は「ISO14001」などの認証制度を維持しなくても同等の環境配慮活動ができる等

と判断する事業所も増えてきていると想定されることから、認証取得件数が減少してい

るものと推察される。 

□ 引き続き、ホームページやイベントなどを通じて環境管理システムの認証制度の周知

に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※ISO14001、北海道環境マネジメントシステムスタンダード（HES）、エコアクション

21（EA21）の合計 

 

補足データ 

 

グリーン･ビズ認定 

制度による登録･認定 

事業所数 

 

【５－補―②】 

【施策の基本的な方向性】 ｃ 
【施策の方向】      イ（ア） 
 □ 環境に配慮した事業活動や環境負荷の低い技術・製品・サービスの開発・普及など、

企業による自主的な環境保全の取組を促進します。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ グリーンビズ認定制度による登録・認定事業所数は、近年、減少傾向にあったが、令

和４年度は増加している。 

   令和４年４月から新たに、当制度登録を登録の必須要件としている「ゼロカーボン・

チャレンジャー」登録制度を開始したことにより、「ゼロカーボン・チャレンジャー」

登録制度の登録者増加に伴い、当制度の登録者も増加したとみられる。 

 □ 令和５年度はホームページやメールマガジンなどを活用して引き続き周知に努め、事

業者への登録を促すとともに、「ゼロカーボン・チャレンジャー」登録制度と引き続き

連携していく。 

 

 

  

【指標群設定の
考え方】 

 ・事業者の環境に
配慮した行動の
促進状況の把握 

 
【関連計画】 
・―（環境生活部） 

【指標群設定の
考え方】 

 ・事業者の環境に
配慮した行動の
促進状況の把握 

 
【関連計画】 
・―（環境生活部） 
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指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

補足データ 

 

道におけるグリーン 

購入調達率 

 

【５－補―③】 

【施策の基本的な方向性】 ｄ 
【施策の方向】      イ（ア） 
 □ 道自らが、率先して、事務・事業の実施にあたり環境に配慮し、環境への負荷の低減

に努めます。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 90％を超えてから、近年、横ばいで推移しており、令和４年度は94.9％となっている。 

毎年度作成している環境物品等調達方針に基づいたグリーン購入が各所属に浸透し

ているため。 

 □ 引き続き、北海道グリーン購入基本方針に基づき、毎年度環境物品等調達方針を作成

し、各部局に説明会を行うなど、引き続きグリーン購入の周知などに取り組む。 

 

 

 

補足データ 

 

有機農業取組面積 

 

【５－補―④】 

【施策の基本的な方向性】 ｃ 
【施策の方向】      イ（イ） 
 □ 環境との調和に配慮したクリーン農業や有機農業、自然循環型畜産の普及を推進すると

ともに、有機質資源の有効利用など農業生産活動を通じた環境保全の取組を促進します。 
□ 「地産地消」や「地材地消」など、関連する産業の発展と環境負荷の低減の両面に資

する取組を推進します。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 取組面積が順調に増加している。 

牧草やそばを中心に増加傾向にある。 

 □ 引き続き農業者への啓発や有機農業技術の開発・普及、交流イベント等を通じた消費

者の理解醸成と販路拡大に取り組む。 

 

 

  

【指標群設定の
考え方】 

 ・道が行う事務・
事業における環境
配慮状況の把握 

 
【個別計画】 
 ・循環型社会形成

推進基本計画
（環境生活部） 

【指標群設定の
考え方】 

 ・事業者の環境に
配慮した行動の
促進状況の把握 

 
【関連計画】 
 ・有機農業推進計

画（農政部） 
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指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

補足データ 

 

環境関連ビジネスを 

実施する企業の割合 

 

【５－補―⑤】 

【施策の基本的な方向性】 ｇ 
【施策の方向】      イ（ウ） 
 □ 多様で豊富なエネルギー資源や先進的な技術など本道が持つ優位性や特性を活かし

て、環境産業の育成・振興をはかります。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 環境関連ビジネスを実施する企業が順調に増加した。 

環境やリサイクルへの意識醸成の進展や世界的な脱炭素への潮流によるものと推察

される。 

 □ 数値の更なる向上に向けて、引き続き取組を進める。 

 

 

補足データ 

 

長期優良住宅の認定 

戸数 

 

【５－補―⑥】 

【施策の基本的な方向性】 ｆ 
【施策の方向】      ウ 
 □ 持続可能で質の高い暮らしの場を目指し、まちなか居住の促進やまちに必要な機能の

集約などの取組と、低炭素化やエネルギーの地産地消、資源の域内循環などの取組を連
携させたまちづくりを進めます。 

【指標群の進捗状況等】 
 □ 道内で長期優良住宅として認定された戸数は令和４年度末で31,882戸となっており、

着実に増加している。 

北方型住宅の普及推進や、地域型住宅グリーン化事業など国が実施する住宅のカーボ

ンニュートラルの実現に向けた取組などにより増加しているものと推察する。 

 □ 住宅分野の脱炭素化を進めるために必要な財政支援などについて、国に対して要望を

実施。 

 

 

 

 

  

【指標群設定の
考え方】 

 ・環境への配慮を
織り込んだまち
づくりなどの推
進状況の把握 

 
【関連計画】 
 ・―（建設部） 

【指標群設定の
考え方】 
・環境関連ビジネス
の振興状況の把握 
 

【関連計画】 
 ・省エネルギー・

新エネルギー促
進行動計画（経
済部） 
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指標群名称 

【指標等№】 
内  容 

補足データ 

 

環境分野における 

海外からの研修 

受入人数 

 

【５－補―⑦】 

【施策の基本的な方向性】 ｉ 
【施策の方向】      エ 
 □ 国際機関や国、民間団体等の関係機関等と連携して、情報交換や技術協力など環境に

関する国際的な取組を推進します。 
【指標群の進捗状況等】 
 □ 令和４年度の環境分野における海外からの研修受入人数は、令和３年度に引き続き０

人となっている。 

   新型コロナウイルス対策の影響によるものと推察される。 

 □ （独法）国際協力機構（ＪＩＣＡ）等と連携し、開発途上国の環境分野における研修

生の受入に努める。 

 

 

 

  

【指標群設定の
考え方】 

 ・環境保全に資する
国際的な取組の
推進状況の把握 

 
【関連計画】 
 ・－（環境生活部） 



40 

 

 

 

 

目標数値について 

関係する計画から指標群の目標数値を引用するものにあっては、計画の改定を行った場合、目標を見直すことします。 

 

１ 「地域から取り組む地球環境の保全」に関する指標群 

《指標》 

名称 概要 基準 目標 目標値設定の考え方 

温室効果ガス

実質排出量 

二酸化炭素、メタンなど地球温

暖化の原因となる温室効果ガ

スの年間排出量の合計値（二酸

化炭素重量換算） 

7,369 

万 t-CO2 

（H25） 

3,788 

万 t-CO2 

（R12） 

目標数値は、2021年度（令和３年度）に

策定した「地球温暖化対策推進計画（第３

次）」と同じ設定としています。 

新エネルギー

導入量 

発電分野 

（発電電力量） 

太陽光、風力、バイオマス、地

熱などの新エネルギーの導入

量（発電分野） 

8,786 

百万 kWh 

（R元） 

16,490 

百万 kWh 

（R12） 

新エネルギー

導入量 

熱利用分野 

バイオマス、地熱などの新エネ

ルギーの導入量（熱利用分野） 

14,578 

TJ 

（R元） 

20,960 

TJ 

（R12） 

《個別指標》 

名称 概要 基準 目標 目標値設定の考え方 

森林吸収量 
森林が吸収する二酸化多炭素

の量 

840 

万 t-CO2 

（R元） 

850 

万 t-CO2 

（R12） 

目標数値は、2021年度（平成３年度）に

策定した「森林吸収源対策推進計画」と同

じ設定としています。 

《補足データ》 

名称 概要 

道民一人当たりの温室効果ガス

排出量  
全道の二酸化炭素排出量を、一人当たりに換算したもの 

部門別二酸化炭素排出量  
部門別（エネルギー転換、産業、民生（家庭）、民生（業務）、運輸、工業プロ

セス、廃棄物）の二酸化炭素排出量 

環境効率性  

道内の二酸化炭素排出量を、道内総生産（ＧＤＰ）で割ったもの 

経済成長の程度に対する環境負荷の増減状況を表しており、数値が下がるほど、

経済規模に比して環境負荷が少ない（効率が良い） 

次世代自動車の保有台数  
ハイブリッド(HV)、プラグインハイブリッド(PHV)、電気自動車(EV)、天然ガ

ス自動車(CNG)、燃料電池車(FCV)の普及台数 

産業部門エネルギー消費原単位  

各部門の活動量１単位当たりの最終エネルギー消費量 

【「新エネルギー導入拡大に向けた基本方向」目標値】 

業務部門エネルギー消費原単位  

家庭部門エネルギー消費原単位  

運輸部門エネルギー消費原単位  

フロン排出抑制法に基づくフロン類

の回収量・破壊量 
道内におけるフロン類の回収量及び破壊量 

 
 
 
  

Ⅲ 【参考】指標群一覧 
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２ 「北海道らしい循環型社会の形成」に関する指標群 

《指標》 

名称 概要 基準 目標 目標値設定の考え方 

循環利用率 

社会に投入される天然資源な

どの投入量のうち、循環資源

（再使用・再生利用された資

源）が占める割合 

15.7％ 

（H29） 

17% 

（R6） 

目標数値は、2019年度（令和元年度）に

策定した「循環型社会形成推進基本計画

（第２次）」と同じ設定としています。 

最終処分量 
一般廃棄物と産業廃棄物の最

終処分量の合計 

100万 t 

（H29） 

82万 t 

以下 

（R6） 

廃棄物系 

バイオマス 

利活用率 

家畜ふん尿、食品廃棄物、紙類・

紙くずなどの廃棄物系バイオ

マスの発生量のうち、利活用さ

れた割合（炭素量換算） 

89.8% 

（H28） 

90％ 

（R4） 

未利用 

バイオマス 

利活用率 

稲わら、もみ殻、林地未利用材

などの未利用バイオマスの発

生量のうち、利活用された割合

（炭素量換算） 

71.5% 

（H28） 

70% 

（R4） 

《個別指標》 

名称 概要 基準 目標 目標値設定の考え方 

一般廃棄物の

排出量（一人１

日当たり） 

家庭などからのごみ（一般廃棄

物）の総排出量を一人 1日当た

りに換算したもの 

961 

g/人・日 

（H29） 

900 

g/人・日 

（R6） 

目標数値は、2019年度（令和元年度）に

策定した「循環型社会形成推進基本計画

（第２次）」と同じ設定としています。 

産業廃棄物の

排出量 

道内における産業廃棄物の排

出量 

3,874 

万 t 

（H29） 

3,750 

万 t以下 

（R6） 

一般廃棄物の

リサイクル率 

一般廃棄物の排出量のうち、リ

サイクルされた割合 

24.3% 

（H29） 

30% 

（R6） 

産業廃棄物の

再生利用率 

産業廃棄物の排出量のうち、再

生利用(リサイクル)された割合 

55.5% 

（H29） 

57%以上 

（R6） 

《補足データ》 

名称 概要 

資源生産性  

道内総生産（ＧＤＰ）を道内の天然資源等投入量（道内で採取・投入された天然

資源及び道外から輸移入された物品の総量）で割ったもの 

経済成長の程度に対する環境負荷の増減状況を表しており、数値が下がるほど、

経済規模に比して環境負荷が少ない（効率が良い） 

【「循環型社会形成推進基本計画」補助指標】 

廃棄物系バイオマスの種別ごとの

発生量及び利活用量  

バイオマスの種別（紙類、生ごみ、し尿等、有機性汚泥、下水汚泥、紙くず、木

くず、動植物性残渣、家畜ふん尿）ごとの発生量及び利活用量  

未利用バイオマスの種別ごとの

発生量及び利活用量  

バイオマスの種別（稲わら、もみ殻、麦かん、林地未利用材）ごとの発生量及び

利活用量 

バイオガスプラント施設数  

道内で稼動中の家畜ふん尿及び都市廃棄物系（下水汚泥、し尿、生ごみ等）のバ

イオガスプラントの施設数 

【「循環型社会形成推進基本計画」補助指標】 

バイオマス活用推進計画等策定

市町村数  

バイオマス活用推進基本法に基づく「バイオマス活用推進計画」及びバイオマス

産業都市構想などのバイオマス関連計画を策定した市町村の数（累積） 

【「循環型社会形成推進基本計画」取組指標】 

産業廃棄物処理業者の優良認定

業者数  

廃棄物処理法に基づく産業廃棄物処理業者のうち、優良認定事業者として認定

された事業者数 

【「循環型社会形成推進基本計画」補助指標】 

認定リサイクル製品数  
「北海道リサイクル製品認定制度」において認定されたリサイクル製品の数 

【「循環型社会形成推進基本計画」取組指標】 

グリーン購入の全庁的実施市町村数 
市役所・町村役場のうち、全庁的にグリーン購入を実施している市町村の数 

【「循環型社会形成推進基本計画」取組指標】 
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３ 「自然との共生を基本とした環境の保全と創造」に関する指標群 

《個別指標》 

名称 概要 基準 目標 目標値設定の考え方 

犬・ねこの安楽

殺処分頭数 

動物愛護法に基づき、道及び市

町村が所有者や拾得者から引

き取った犬・ねこのうち、新た

な飼い主が見つからずに安楽

殺処分となった頭数 

1,158頭 

（H28） 

579頭 

（R9） 

目標数値は、2017年度（平成29年度）

に策定した「第２次動物愛護管理推進計

画」と同じ設定とします。 

エゾシカ個体

数指数（東部） 

東部地域（オホーツク、十勝、

釧路、根室）におけるエゾシカ

の個体数指数（H23を 100と

した場合の毎年の生息動向を

相対的に示した数値） 

100 

（H23） 

50 

（R8） 

目標数値は、2021年度（令和3年度）に

策定した「エゾシカ管理計画（第６期）」

と同じ設定としています。 

エゾシカ個体

数指数（北部） 

西部地域（空知、上川、留萌、

宗谷）におけるエゾシカの個体

数指数（H23を 100とした場

合の数値） 

100 

（H23） 

50 

（R13） 

エゾシカ個体

数指数（中部） 

西部地域（石狩、胆振、日高）

におけるエゾシカの個体数指

数（H23を 100とした場合の

数値） 

100 

（H23） 

50 

（R13） 

《補足データ》 

名称 概要 

すぐれた自然地域の面積  自然公園（国立公園・国定公園・道立自然公園）及び自然環境保全地域等の面積合計 

自然保護監視員等の人数と監視

延べ日数  

自然保護監視員、鳥獣保護員、希少野生動植物保護監視員の人数と監視延べ日数 

【「生物多様性保全計画」参考データ】 

植林面積  
活力ある森林づくりを行う面積 

【「森林づくり基本計画」重点取組指標】 

一人当たり広域公園面積  

道内の都市公園のうち、広域公園に分類される公園（国営＋道立）の供用面積を、

一人当たりに換算したもの 

【「生物多様性保全計画」関連指標】 

道立公園利用者数  都市公園のうち道立都市公園の利用者数 

水辺に親しめる河川空間整備数  
｢水辺の楽校｣や｢ふるさとの川整備事業｣などにより、水辺に集い憩える場が整備

された河川の数（累積） 

景観行政団体移行市町村数  景観法に定める景観行政団体となっている道内の市町村の数 

自然公園利用者数  自然公園（国立公園・国定公園・道立自然公園）の利用者数 

タンチョウの生息数  
タンチョウの生息状況の一斉調査（毎年度１月実施）において、観察された羽数の

３年平均値 

野生動植物種の目録を作成した

分類群の数  

植物・哺乳類・鳥類といった生物分類群ごとに道内に生息・生育する野生動植物種

のリストを作成した数 

【「生物多様性保全計画」参考データ】 

「アライグマ防除実施計画」の策定

市町村数 

特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律（外来生物法）に基

づき「アライグマ防除実施計画」を策定した市町村の数 

【「生物多様性保全計画」関連指標】 

エゾシカ捕獲数及び農林業被害額 
許可捕獲と狩猟捕獲をあわせたエゾシカ捕獲数とエゾシカによる農林業被害額 

【「生物多様性保全計画」参考データ】 

エゾシカ個体数指数（南部）  
南部地域（後志、渡島、檜山）におけるエゾシカの個体数指数（H23 を 100 と

した場合の数値） 

エゾシカ推定生息数  個体数指数から推定したエゾシカ推定生息数 

狩猟免許所持者数  
エゾシカやヒグマ対策などの担い手となる狩猟免許所持者の数 

【「生物多様性保全計画」参考データ】 

ヒグマ人身被害数  ヒグマによる人身被害の数 

ヒグマ捕獲数及び農業被害額  ヒグマ捕獲数とヒグマによる農業被害額   
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４ 「安全・安心な地域環境の確保」に関する指標群 

《指標》 

名称 概要 基準 目標 目標値設定の考え方 

大気環境基準

達成率 

大気汚染測定局における二酸

化硫黄、二酸化窒素、浮遊粒子

状物質の環境基準の達成割合 

100% 

（H30） 

100% 

（R12） 

環境基準は、人の健康等を維持するため

の最低限度としてではなく、より積極的

に維持されることが望ましい目標とし

て、その確保を図っていこうとするもの

であるため、すべての測定地点での環境

基準達成（又はその維持）を目標としてい

ます。 

水質環境基準

達成率 

環境基準の類型当てはめをし

ている公共用水域（河川、湖沼、

海域）の環境基準（BOD 又は

COD）の達成割合 

91.2% 

（H30） 

100% 

（R12） 

騒音に関する

環境基準達成

率（一般地域、

自動車、航空

機） 

一般地域の騒音、自動車騒音、

航空機騒音に関する環境基準

の達成割合 

一般地域 

93.3％ 

（H30） 

100% 

（R12） 

自動車 

97.1% 

（H30） 

航空機 

75.0% 

（H30） 

《個別指標》                  

名称 概要 基準 目標 目標値設定の考え方 

化学物質（ダイ

オキシン類）環

境基準達成率 

ダイオキシン類による汚染状

況（大気、水質、土壌）に関す

る環境基準の達成割合 

100% 

（H30） 

100% 

（R12） 

環境基準は、人の健康等を維持するため

の最低限度としてではなく、より積極的

に維持されることが望ましい目標とし

て、その確保を図っていこうとするもの

であるため、すべての測定地点での環境

基準達成（又はその維持）を目標としてい

ます。 

《補足データ》 

名称 概要 

地下水環境基準の達成率  

地下水水質常時監視の「概況調査（地域全体の地下水水質を把握するための調

査）」及び「継続監視調査（汚染を継続的に監視するための調査）」における調

査地点数及び環境基準達成率 

汚水処理人口普及率  

道内人口のうち、下水道、農業集落排水、漁業集落排水、合併処理浄化槽が整備

されている区域の人口の割合 

【「全道みな下水道構想Ⅳアクションプログラム」整備目標】 

健全な水循環確保のための流域環境

保全計画策定数 
健全な水循環の確保に向けて、「流域環境保全計画」を策定した流域の数 

PRTR法に基づく届出排出量及び

移動量  

PRTR法に基づき届出された、462種類の化学物質の環境への排出量及び事業

所外への移動量（合計） 

公害苦情件数  地域住民から市町村や道の窓口に寄せられた公害苦情件数 
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５ 「共通的・基盤的な施策」に関する指標群 

《指標》 

名称 概要 基準 目標 目標値設定の考え方 

「 環 境 配 慮

活動実践者」

の割合  

道民意識調査において、「日常

の生活において環境に配慮し

た行動をしていますか」という

問いに対して、「十分行動して

いる」または「やや行動してい

る」と回答した人の割合 

76.8% 

（H25） 

70% 

（R5） 

目標数値は2013年度（平成25年度）に
策定した「環境教育等行動計画」と同じ設

定とし、目標達成年度については目標値
の達成年度（H29）を過ぎているため上
記計画の終期（R5）とします。 

道の事務・事

業における温

室効果ガスの

排出量 

道の事務・事業において排出さ

れる温室効果ガスの排出量（二

酸化炭素重量換算） 

312,136 

t-CO2 

（H25） 

156,000 

t-CO2 

（R12） 

目標数値は2020年度（令和2年度）に策

定した「第５期 道の事務・事業に関する

実行計画」と同じ設定としています。 

《個別指標》                  

名称 概要 基準 目標 目標値設定の考え方 

YES!clean 

表示制度作付

面積 

化学肥料・化学合成農薬の使用

の削減など一定の基準を満た

し て 生 産 ・ 出 荷 さ れ る

「YES!clean」農産物の作付

面積 

17,734 

ha 

（H30） 

20,000 

ha 

（R6） 

目標数値は、2019年度（令和元年度）に

策定した「クリーン農業推進計画（第７

期）」と同じ設定としています。 

省エネ基準を 

満たす住宅 

ストックの 

割合  

新築及び既存の住宅のうち、国

が定める省エネ基準を満たす

住宅の割合 

19％ 

（H30） 

40％ 

（R12） 

令和7（2025）年度に予定されている新

築住宅の省エネ基準への適合義務化を踏

まえ、省エネ性能の向上を図る取組を促

進することから、目標値を40％に設定し

ます。 

《補足データ》 

名称 概要 

環境管理システムの認証取得事業所数 

３種類の環境管理システム（国際規格のISO14001、中小企業向けのエコアク

ション21」、北海道独自のHES（北海道環境マネジメントシステム・スタンダ

ード））の認証を取得している道内事業所数の合計（累積） 

グリーン・ビズ認定制度による

登録・認定事業所数  

環境に配慮した取組を自主的に行う「グリーン・ビズ認定制度」に基づく登録・

認定事業所数 

道におけるグリーン購入調達率  

道が策定する「環境物品等調達方針」に定める全ての品目について、品目ごとの

環境物品等調達率（総調達量に占める環境物品等調達量の割合）を単純平均した

もの 

有機農業取組面積  
有機農業に取り組む面積 

【「クリーン農業推進計画（第７期）」目標指標】 

環境関連ビジネスを実施する企業

の割合  

道内企業の環境関連ビジネスへの参入企業の割合 

【「省エネルギー・新エネルギー促進行動計画」指標】 

長期優良住宅の認定戸数  

長期優良住宅の普及の促進に関する法律が定める、長期にわたり良好な状態で

使用するための措置がその構造及び設備について講じられた優良な住宅として

認定を受けた住宅の戸数 

環境分野における海外からの研修受入

人数 
環境分野において、JICAの研修などにより海外から道が受け入れた研修人数 

 

 

 


